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我が国経済は、雇用・所得環境の改善が続き、企業収益が高水準で推移する中、内需の柱で
ある個人消費や設備投資が増加傾向で推移するなど、緩やかな回復が続いている。ただし、中
国経済の減速や世界的な情報関連財需要の一服等の影響を受け、2018年後半以降輸出が低下
し、企業の生産活動の一部に弱さが続いており、通商問題や中国経済をはじめとした海外経済
の動きや不確実性には十分注意する必要がある。

また、景気回復の長期化や少子高齢化もあり企業の人手不足感が大きく高まっており、今後
も内需の増加傾向を維持するためには、技術革新や人材投資等によって生産性を大幅に向上さ
せ、限られた人材の効果的な活躍を促すことが重要であり、これによって生産性の向上が賃上
げや消費の喚起につながるような好循環を一層推進することが大きな課題である。こうした我
が国経済が抱える課題を踏まえ、本章では、以下の4つの観点から、我が国経済の動向につい
て分析する。

第1節では、中国経済の緩やかな減速、情報関連財の調整、米中通商問題など海外経済の動
向が、我が国経済に与えている影響について現状を分析するとともに、今後のリスクについて
考察する。

第2節では、雇用の改善や賃上げに支えられて持ち直しが続く家計の所得・消費動向につい
て分析する。また、2019年10月に予定されている消費税率引上げに関し、過去の経験等を踏
まえ、考察を行う。

第3節では、人手不足の現状や企業活動への影響を概観するとともに、人手不足に対する企
業の生産性の向上等の取組やその効果を検証する。さらに、生産性向上の賃金への波及、さら
には物価動向への影響についても分析する。

第4節では、IoT、AI、ロボット等の新技術の社会実装が進むなど、Society 5.0の実現に向
けた動きが加速する中、Society 5.0による消費活性化効果や働き方、生産性への影響について
分析する。

第5節では、財政・金融政策について、経済・財政一体改革の取組や消費税率引上げへの対
策等について確認するとともに、世界的に緩和方向に転換されつつある金融政策の動向や金融
市場への影響等について確認する。

第6節では、本章の分析結果について整理し、日本経済の課題を再度確認する。
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